
⼟地改良事業

４ 農地の⼤規模化・集約化の促進事例

• ⼟地改良法に基づき⾏われる⼟地改良施設（農業⽤の道⽔路や⽤排⽔機場など）の造成・維持管理、ほ場整備（区画
の整理、農⽤地造成、埋⽴て⼜は⼲拓、農⽤地・⼟地改良施設の災害復旧、農⽤地に関する権利等の交換分合などを⾏う
事業

• 実施は、国営、都道府県営、団体営（⼟地改良区、市町村等）により実施される

出典︓埼⽟県ホームページより

• 農地の⼤区画化、⽤排⽔路・農道の整備、農地の集団化を図ることによって、農地の耕作条件等を整備する
• 農地を集約し、減歩をすることで、道路や、⼟地改良施設等の⽤地を⽣み出す

ほ場整備（区画の整理）

出典︓⼟地改良⻑期計画より

【参考】

131

※）⼟地改良法の⼀部を改正する法律の施⾏について（48構改B第192号 昭和48年2⽉8⽇）農林事務次官通知
「第2 ⾮農⽤地の取扱いの改善等換地制度の改善」「1 ⾮農⽤地の取扱いの改善」より

• ⼟地改良事業で減歩により⾮農⽤地区域を創出し、道路等の公共施設として⾏政が買収することで⾃⼰負担費⽤を
低減につなげたり、農業振興施設⽤地として活⽤し産業振興への展開も可能である。

• ただし、⾮農⽤地の創出は、施⾏地域の⾯積の3割※までとなる。



４ 農地の⼤規模化・集約化の促進事例
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• 市が策定した基本計画に基づき、⺠間事業者が地域経済牽引事業計画を策定することで、税制等による⽀援のほか、⼟地の
活⽤における規制の特例措置を受けることができる

• 農地転⽤により新たな産業⽤地として、農林⽔産物の⽣産等に関わる⼯場などの施設⽤地としての活⽤が可能となる

出典︓経済産業省ホームページより

【参考】 地域未来投資促進法



４ 農地の⼤規模化・集約化の促進事例
【参考】 地域未来投資促進法
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⼟地利⽤調整の活⽤促進に向けて（制度概要と活⽤状況）

出典︓経済産業省ホームページより



４ 農地の⼤規模化・集約化の促進事例
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【参考】 地域未来投資促進法
市街化調整区域の開発許可関係の⼿続きに関する配慮

出典︓経済産業省ホームページより



４ 農地の⼤規模化・集約化の促進事例

所在地団地の例

⼭形市ＪＡやまがた 野菜・果樹団地

丹波篠⼭市⾷と農の⼯房団地 農都の森

嬉野市園芸ハウス団地

浜⽥市島根県浜⽥市⼤規模農業団地

川崎市⿊川東営農団地

横浜市菅⽥⽻沢農業専⽤地区

沼⽥市沼⽥市池⽥地区果樹団地

北杜市明野さくらんぼ団地

出典︓丹波篠⼭市 ホームページより

⾷と農の⼯房団地 農都の森

(3) 農業団地

 ⽇本では、特に⽣産段階で個別経営の範囲を超えて作⽬別に⼤型機械や施設が効率的に実働できるようまとめた団地
（⾼能率⽣産団地）など農地を集約した団地がある

 ⼟地改良⻑期計画（令和3年~7年）の政策⽬標に、スマート農業の実装を可能とする基盤整備も掲げている
 農業の団地は、園芸作物や、果樹に特化したもの、農業振興施設等と⼀体となったものなど様々な種類がある。
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４ 農地の⼤規模化・集約化の促進事例
(4) 各事例の特徴と熊⾕市における展開の可能性

熊⾕市における展開の可能性事例の特徴対象

• 農地の集約と⼤規模化にあわせて、⾸都圏に隣接している
⽴地的特性を活かした農業参⼊の企業誘致に結び付ける
ことができる

• 圏央道常総IC周辺に農
地エリアと都市エリアの計約
45haを整備

アグリサイエンスバ
レー常総事例1

• 地権者の集約及び農地の集約化、⼤規模化を進め、⼀体
的な⼤規模農地を創出し、農業へ参⼊する企業へ賃借す
る仕組みづくりを構築し、農業を産業につなげる企業誘致に
結び付けることができる

• 市が主導し企業を誘致し、
農地を集約し、農地中間
管理事業を介して地権者
と企業が賃貸借契約を結
び貸し出す

⽻⽣市チャレンジ
ファーム事例2

• 農地の集約化にあわせて、地域振興施設などを⼀体的に
整備し、農業と産業を結び付けることができる

• 農地を集約し、団地化した
取組農業団地事例3
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